
十六　 新モビリ ティ サービス事業　 情報通信技術その他の先端的な技術を活用して二以上の交通機関の利用に係る予約、 料金の支払その

他の行為を一括して行う こ と ができ るよ う にする サービスその他の当該技術の活用によ り 交通機関の利用者の利便を増進するサービス

を提供する事業をいう 。

第二章　 基本方針等

（ 基本方針）

第三条　 主務大臣は、 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生を推進するため、 地域公共交

通の活性化及び再生の促進に関する 基本方針（ 以下「 基本方針」 と いう 。） を定める も のと する 。

２ 　 基本方針は、 次に掲げる 事項について定める も のと する 。

一　 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する 地域公共交通の活性化及び再生の意義及び目標に関する事項

二　 第五条第一項に規定する 地域公共交通計画の作成に関する基本的な事項

三　 地域公共交通特定事業その他の第五条第一項に規定する 地域公共交通計画に定める 事業に関する 基本的な事項

四　 第二十九条の三第一項に規定する再構築方針の作成に関する 基本的な事項

五　 新地域旅客運送事業に関する 基本的な事項

六　 新モビリ ティ サービス事業に関する 基本的な事項

七　 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する 地域公共交通の活性化及び再生に関する 事業の評価に関する基本的な事項

八　 その他国土交通省令で定める 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生に関する 事項

３ 　 基本方針は、 交通の機能と 都市機能と が相互に密接に関連するも のであるこ と 並びに交通が観光旅客の来訪及び滞在の促進に不可欠な

も のである こ と を踏まえ、 地域公共交通の活性化及び再生が都市機能の増進及び観光の振興に寄与するこ と と なるよ う 配慮して定めるも

のと する 。

４ 　 基本方針は、 交通政策基本法第十五条第一項に規定する 交通政策基本計画と の調和が保たれたも のでなければなら ない。

５ 　 主務大臣は、 情勢の推移によ り 必要が生じ たと き は、 基本方針を変更するも のと する 。

６ 　 主務大臣は、 基本方針を定め、 又はこ れを変更し よ う と する と き は、 国家公安委員会及び環境大臣に協議する も のと する 。

７ 　 主務大臣は、 基本方針を定め、 又はこ れを変更し たと き は、 遅滞なく 、 こ れを公表するも のと する 。

（ 国等の努力義務）

第四条　 国は、 地方公共団体、 公共交通事業者等その他の関係者が行う 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交

通の活性化及び再生を推進するため、 必要な情報の収集、 整理、 分析及び提供、 助言その他の援助、 研究開発の推進、 人材の養成及び資

質の向上並びに関係者相互間の連携と 協働の促進に努めなければなら ない。

２ 　 都道府県は、 市町村、 公共交通事業者等その他の関係者が行う 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の

活性化及び再生を推進する ため、 各市町村の区域を超えた広域的な見地から 、 必要な助言その他の援助を行う と と も に、 市町村と 密接な

連携を図り つつ主体的に地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生に取り 組むよ う 努めなけ

ればなら ない。

３ 　 市町村は、 公共交通事業者等その他の関係者と 協力し 、 相互に密接な連携を図り つつ主体的に地域旅客運送サービスの持続可能な提供

の確保に資する 地域公共交通の活性化及び再生に取り 組むよ う 努めなければなら ない。

４ 　 公共交通事業者等は、 自ら が提供する旅客の運送に関する サービスの質の向上並びに地域公共交通の利用を容易にするための情報の提

供及びその充実に努めなければなら ない。

第三章　 地域公共交通計画の作成及び実施

第一節　 地域公共交通計画の作成

（ 地域公共交通計画）

第五条　 地方公共団体は、 基本方針に基づき 、 国土交通省令で定めると こ ろによ り 、 市町村にあっては単独で又は共同して、 都道府県にあ

っては当該都道府県の区域内の市町村と 共同して、 当該市町村の区域内について、 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資す

る 地域公共交通の活性化及び再生を推進するための計画（ 以下「 地域公共交通計画」 と いう 。） を作成する よ う 努めなければなら ない。

２ 　 地域公共交通計画においては、 次に掲げる事項について定める も のと する 。

一　 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する 地域公共交通の活性化及び再生の推進に関する 基本的な方針

二　 地域公共交通計画の区域

三　 地域公共交通計画の目標

四　 前号の目標を達成する ために行う 事業及びその実施主体に関する事項

五　 地域公共交通計画の達成状況の評価に関する 事項

六　 計画期間

七　 前各号に掲げる も ののほか、 地域公共交通計画の実施に関し 当該地方公共団体が必要と 認める 事項

３ 　 地域公共交通計画においては、 前項各号に掲げる 事項のほか、 次に掲げる事項を定めるよ う 努める も のと する 。

一　 第三十七条の規定によ る 資金の確保に関する 事項

二　 都市機能の増進に必要な施設の立地の適正化に関する施策と の連携に関する 事項

三　 観光の振興に関する施策と の連携に関する 事項

四　 地域における潜在的な輸送需要に的確に対応するために必要な当該地方公共団体、 公共交通事業者等その他の地域の関係者相互間の

連携に関する 事項

五　 前各号に掲げる も ののほか、 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に際し 配慮すべき 事項

４ 　 第二項第三号に掲げる事項には、 地域旅客運送サービスについての利用者の数及び収支その他の国土交通省令で定める定量的な目標を

定める よ う 努めるも のと する 。

５ 　 第二項第四号に掲げる事項には、 地域公共交通特定事業に関する 事項を定める こ と ができ る 。

６ 　 地域公共交通計画は、 都市計画、 都市計画法（ 昭和四十三年法律第百号） 第十八条の二の市町村の都市計画に関する基本的な方針、 中

心市街地の活性化に関する法律（ 平成十年法律第九十二号） 第九条の中心市街地の活性化に関する施策を総合的かつ一体的に推進するた

めの基本的な計画、 高齢者、 障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（ 平成十八年法律第九十一号） 第二十四条の二の移動等円滑

化の促進に関する方針及び同法第二十五条の移動等円滑化に係る事業の重点的かつ一体的な推進に関する基本的な構想（ 第二十九条の八

第四項において「 都市計画等」 と いう 。） と の調和が保たれたも のでなければなら ない。

７ 　 地方公共団体は、 地域公共交通計画を作成すると き は、 あら かじめ、 住民、 地域公共交通の利用者その他利害関係者の意見を反映さ せ

る ために必要な措置を講じ なければなら ない。
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８ 　 市町村の区域を超えた広域的な地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生を推進しよ う と

する二以上の市町村は、 共同して、 都道府県に対し 、 地域公共交通計画を作成するこ と を要請する こ と ができる 。

９ 　 都道府県は、 前項の規定による 要請があった場合において、 住民の移動に関する状況を勘案し て二以上の市町村にわたり 一体的に地域

旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する 地域公共交通の活性化及び再生を推進する必要がある と 認める と きは、 地域公共交通

計画を作成する も のと する 。

１ ０ 　 地方公共団体は、 地域公共交通計画を作成しよ う と する と きは、 こ れに定めよ う と する第二項第四号に掲げる 事項について、 次条第

一項の協議会が組織さ れている場合には協議会における 協議を、 同項の協議会が組織さ れていない場合には関係する公共交通事業者等、

道路管理者、 港湾管理者その他地域公共交通計画に定めよ う と する 事業を実施すると 見込まれる者及び関係する公安委員会と 協議をしな

ければなら ない。

１ １ 　 地方公共団体は、 地域公共交通計画を作成したと きは、 遅滞なく 、 こ れを公表する と と も に、 主務大臣、 都道府県（ 当該地域公共交

通計画を作成し た都道府県を除く 。） 並びに関係する 公共交通事業者等、 道路管理者、 港湾管理者その他地域公共交通計画に定める 事業

を実施すると 見込まれる者及び関係する 公安委員会に、 地域公共交通計画を送付しなければなら ない。

１ ２ 　 主務大臣及び都道府県は、 前項の規定によ り 地域公共交通計画の送付を受けたと き は、 主務大臣にあっては地方公共団体に対し 、 都

道府県にあっては市町村に対し 、 必要な助言をするこ と ができる 。

１ ３ 　 第七項から 前項までの規定は、 地域公共交通計画の変更について準用する 。

（ 協議会）

第六条　 地域公共交通計画を作成し よ う と する 地方公共団体は、 地域公共交通計画の作成及び実施に関し 必要な協議を行う ための協議会

（ 以下こ の章において「 協議会」 と いう 。） を組織する こ と ができ る 。

２ 　 協議会は、 次に掲げる者をも って構成する 。

一　 地域公共交通計画を作成しよ う と する 地方公共団体

二　 関係する 公共交通事業者等、 道路管理者、 港湾管理者その他地域公共交通計画に定めよ う と する 事業を実施すると 見込まれる 者

三　 関係する 公安委員会

四　 地域公共交通の利用者、 学識経験者その他の当該地方公共団体が必要と 認める者

３ 　 第一項の規定によ り 協議会を組織する地方公共団体は、 協議会において同項に規定する協議を行う と き は、 あら かじめ、 前項第二号に

掲げる 者であって協議会の構成員である も のに、 当該協議を行う 事項を通知し なければなら ない。

４ 　 前項の規定による 通知を受けた者は、 正当な理由がある 場合を除き 、 当該通知に係る 事項の協議に応じ なければなら ない。

５ 　 協議会において協議が調った事項については、 協議会の構成員はその協議の結果を尊重し なければなら ない。

６ 　 公共交通事業者等、 道路管理者、 港湾管理者その他地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する事業を実施し よ う と する者

は、 協議会が組織さ れていない場合にあっては、 地方公共団体に対して、 協議会を組織する よ う 要請する こ と ができ る 。

７ 　 前項の規定によ る要請を受けた地方公共団体は、 当該要請に基づき 協議会を組織する か否かについて検討を加え、 遅滞なく 、 その結果

を当該要請をし た者に通知し なければなら ない。

８ 　 主務大臣及び都道府県（ 第一項の規定によ り 協議会を組織する 都道府県を除く 。） は、 地域公共交通計画の作成が円滑に行われる よ う

に、 協議会の構成員の求めに応じ て、 必要な助言をするこ と ができ る 。

９ 　 前各項に定めるも ののほか、 協議会の運営に関し 必要な事項は、 協議会が定める 。

（ 地域公共交通計画の作成等の提案）

第七条　 次に掲げる 者は、 地方公共団体に対して、 地域公共交通計画の作成又は変更をするこ と を提案する こ と ができる 。 こ の場合におい

ては、 基本方針に即し て、 当該提案に係る 地域公共交通計画の素案を作成して、 こ れを提示し なければなら ない。

一　 公共交通事業者等、 道路管理者、 港湾管理者その他地域公共交通計画に定めよ う と する 事業を実施し よ う と する 者

二　 地域公共交通の利用者その他の地域公共交通の利用に関し利害関係を有する 者

２ 　 前項の規定によ る 提案を受けた地方公共団体は、 当該提案に基づき 地域公共交通計画の作成又は変更をする か否かについて、 遅滞な

く 、 公表し なければなら ない。 こ の場合において、 地域公共交通計画の作成又は変更をしないこ と と する と きは、 その理由を明ら かにし

なければなら ない。

（ 地域公共交通計画の評価等）

第七条の二　 地方公共団体は、 地域公共交通計画を作成した場合においては、 毎年度、 当該地域公共交通計画の区域における 地域旅客運送

サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生に関する施策の実施の状況についての調査、 分析及び評価を行

う よ う 努める と と も に、 必要がある と 認める と き は、 地域公共交通計画を変更するも のと する 。

２ 　 地方公共団体は、 前項の調査、 分析及び評価を行ったと き は、 速やかに、 その結果を主務大臣に送付し なければなら ない。

３ 　 主務大臣は、 前項の規定による 送付を受けたと き は、 その送付に係る 事項について、 地方公共団体に対し 、 助言をするこ と ができ る 。

第二節　 軌道運送高度化事業

（ 軌道運送高度化事業の実施）

第八条　 地域公共交通計画において、 軌道運送高度化事業に関する 事項が定めら れたと き は、 軌道運送高度化事業を実施し よ う と する 者

（ 地域公共交通一体型路外駐車場整備事業がある と きは、 当該地域公共交通一体型路外駐車場整備事業を実施し よ う と する 者を含む。 第

三項から 第五項まで及び次条第一項において同じ 。） は、 単独で又は共同し て、 当該地域公共交通計画に即し て軌道運送高度化事業を実

施する ための計画（ 以下「 軌道運送高度化実施計画」 と いう 。） を作成し 、 こ れに基づき 、 当該軌道運送高度化事業を実施するも のと す

る 。

２ 　 軌道運送高度化実施計画には、 次に掲げる 事項について定める も のと する 。

一　 軌道運送高度化事業を実施する 区域

二　 軌道運送高度化事業の内容

三　 軌道運送高度化事業の実施予定期間

四　 軌道運送高度化事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法

五　 軌道運送高度化事業の効果

六　 地域公共交通一体型路外駐車場整備事業があると きは、 その位置、 規模、 整備主体及び整備の目標年次

七　 前各号に掲げる も ののほか、 軌道運送高度化事業の実施のために必要な事項と し て国土交通省令で定める事項

３ 　 軌道運送高度化事業を実施し よ う と する 者は、 軌道運送高度化実施計画を定めよ う と する と き は、 あら かじ め、 関係する 地方公共団

体、 公共交通事業者等、 道路管理者及び公安委員会の意見を聴かなければなら ない。

４ 　 軌道運送高度化事業を実施しよ う と する 者は、 軌道運送高度化実施計画に第二項第六号に掲げる事項を定めよ う と する と きは、 あら か

じ め、 当該事項について、 関係する 市町村に協議し 、 その同意を得なければなら ない。
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